
22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 構成人数
5団体合計

８６人

■団体側
□いる
■いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 ３人 従事日数 7日 人件費 631千円

□有　■無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率
補助対象経
費の1/2以下

２２年度
単    価

２２年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

補　助　金　調　書

市民参加型補助金
企画政策部
市民協働推進課

「新しい公共」の考え方のもとに、自主・自発的に行うまちづくりに役立つ公益的な事業に対して、経費の
一部を補助することによって「新たな支え合い」の担い手を多数創出し、地域の公共サービスを豊かに展
開し、市民と市の協働によるまちづくりを推進していくこと

　■事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　■５年以下　□６年以上～１０年以下　□１１年以上

平成２１年度に市の予算額を見直し、２２年度から減額した。また、交付団体・額は単年度の申請
であるため、毎年度内容の審査を行っている。

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市市民参加型補助金交付要綱

マスママカレッジ・竹宵の会・習志野女性史聞き書きの会史の会・
習志野くわがた倶楽部・吹上苑町会おたすけ会（H21年度）

阿部友理・尾曽昭雄・井上美
穂子・木村修平・藤下進

２２年度予算

　　平成２０年度

２，４４０千円

全市民事業対象者及び数

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　□定額補助

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　■補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　■剰余金は発生していない

マスママカレッジ：参加者の会費負担が軽減し、活動の拡大が図れたほか、団体の信頼感、参加者の安心感が上がっ
た。竹宵の会：地球温暖化防止に対する市民の意識の高揚、環境教育の場の提供、地域コミュニケーション作りが一層
図れた。また、市民に癒しの場を提供できた。女性史聞き書きの会：会員の負担を少なく、部数をより多く発行できたこ
とで、習志野の貴重な歴史的資料がより多くの市民の目に触れることができるようになった。習志野くわがた倶楽部：校
内カブトムシ育成プロジェクトにより、児童は通常できない貴重な体験ができたとともに、生き物の尊さを学習できた。市
内昆虫生態調査の結果は、市内の昆虫生態や自然環境に関する貴重なデータベースとなった。また、参加した大人に
も自然の大切さを再認識してもらえた。吹上苑町会おたすけ隊：活動のメニューが多彩になったとともに、より地域に浸
透した。活動を継続するに従い、町内の住民同士が相互に助け合う土壌が培われ、互いの声かけ、介護技術習得の取
り組みが自然発生的に行われるようになった。

１，０８６千円 １，４１７千円

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■有　　□無

補助の形態

　■補助率を定め補助（■１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

１件あたりの上限額を５００千円とし、[補助対象経費の１／２]もしくは[補
助対象経費－補助対象事業収入]のうち、額の低い方を補助額とする。

　■有　　□無
実績報告書により、補助対象年度の事業計画が達成されているか、ま
た、補助金が得られなくなってからも自立して持続可能な活動が行われて
いるかを評価する。

　□有　　■無

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

―　



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 1 構成人数

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 4人 従事日数 312日 人件費 9,377千円

□有　■無 □有　■無 ■有　□無 ■有　□無

今後も予
定はないと
のこと

コミュニ
ティバスの
運行がな
い

運行当初
から補助
金
Ｈ10.3～

運行当初
から補助
金
Ｈ13～

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率
津田沼　１／３
大久保　１／３

２２年度
単    価

２２年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

補　助　金　調　書

習志野市コミュニティバス補助金交付要綱 企画政策課

市内の公共交通空白地域の解消や、市民の利便性向上を図るために、習志野市コミュニティバ
スにおいて実証運行から本格運行へ移行したルートについて、採算の状況に応じて運行経費の
一部をバス事業者へ補助をするものである。

　■事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　■５年以下　□６年以上～１０年以下　□１１年以上

Ｈ21.4.1　　京成津田沼駅ルートを対象に施行
Ｈ22.4.26　京成大久保駅ルートを追加

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市コミュニティバス補助金交付要綱

京成バス株式会社 小田　征一

２２年度予算

21　年度

62,410

全市民事業対象者及び数

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　□定額補助

　■５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　■剰余金は発生していない

本格運行への移行に伴い、バス事業者にてコミュニティバス全体の利便性向上を図るために、
京成津田沼駅ルートでは朝夕の運行時間帯を拡大し、京成大久保駅ルートでは、朝夕の運行時
間帯を拡大した上で、平日と土休日ともに自己負担にて増便を実施している。

37,757

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■有　　□無

補助の形態

　■補助率を定め補助（■１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

バスの利用状況に応じた運行経費に対する補助率や、新規購入
のバス車両に対する減価償却に基づいて算出している。

　■有　　□無 バス事業者の取り組み

　□有　　■無

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

千円　



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令等

の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 構成人数

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

■市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 1人 従事日数 3日 人件費 90千円

■有　□無 □有　■無 □有　■無 □有　■無

・入学検定料
・入学料
・授業料
・研究費
・その他市長
が必要と定め
る経費

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

２２年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

この場合、これにかかる人件費はどのくらい
か

平成２０年度

　■有　　□無 受講報告、提言書を市長へ提出

　□有　　■無

副主査以上の職にあり、在職１３年以上の者で、公共政策研究科等大学
院の入学試験に合格している職員

入学金及び授業料の２分の１の額

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　□定額補助

２１年度決算

520千円 193千円　

　■有　　□無

２２年度予算

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

職員数　人、従事日数　　人、人件費　　　　　千円

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

・研究内容を報告し提言する機会を設ける。
・研究内容について市政運営への活用を図る。

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算

習志野市職員大学院公共政策研究科等受講費助成要綱

事業対象者及び数

補助の形態

　■補助率を定め補助（■１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

この場合、人件費分を補助しているか

1,000千円

近隣市の状況 千葉市

補　助　金　調　書

習志野市職員大学院公共政策研究科等受講費助成金 総務部人事課

職員の資質向上を図り、併せて職員が習得した成果を市政に還元する

　■事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　■５年以下　□６年以上～１０年以下　□１１年以上

事務局の所在

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 構成人数
互助会員数

1,282人

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

■市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 1人 従事日数 3日 人件費 90千円

□有　■無 □有　■無 ■有　□無 □有　■無

補助金なし
（要綱あり）
掛金率
5/1,000

補助金なし

掛金率
4/1,000

補助率
2/1,000
掛金率
4/1,000

互助会組
織設立さ
れていない

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

２２年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数5人、従事日数70日、人件費2,104千円

職員（互助会員）1,282人事業対象者及び数

補　助　金　調　書

習志野市職員互助会補助金 総務部人事課

職員の福利厚生の増進を図ることを目的に設立された習志野市職員互助会が実施する福利及
び厚生にかかる事業で、市が事業主として実施すべき、職員の保健、元気回復その他厚生に関
する事項にかかる経費を補助する。

　■事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

平成19年度より、補助率を給料総額の1,000分の2.5から1,000分の2に削減
（会員掛金は、給料総額の5/1,000）

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市職員互助会補助金要綱

習志野市職員互助会 会長　志村　豊

２２年度予算

　　　昭和３９年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助 （定率補助：互助会員の給料総額に1,000分の2を乗じた額）

１０，２９７千円　

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　■剰余金は発生していない

習志野市職員互助会が実施する福利厚生活動のうち、クラブ補助、人間ドック補助、福利厚生
活動業務委託補助の事業費の一部に、習志野市からの補助金を充当することにより、互助会事
業の充実が図られ、会員の福利厚生の増進に寄与している。

　■有　　□無 定率補助：互助会員の給料総額に1,000分の2を乗じた額

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

１０，７４７千円　 １０，３４５千円　 １０，０７２千円　

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無 職員（互助会員）の福利厚生活動の利用状況の把握

　□有　　■無



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 構成人数
個人591人

団体26団体

■団体側
■いる
□いない

いる場合、
人件費

　　4人分 6,478千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 1人 従事日数 1日 人件費 30千円

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率 100%

２２年度
単    価

２２年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無
習志野市国際交流協会における各種行事・講座等事業の
拡充

　□有　　■無

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

2,000千円　 10,543千円　 10,715千円

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　■５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

国籍をこえた友好関係を築くとともに、日本人としてのアイデンティティを認識し、国際的な感覚を
身につけられるような事業を実施する。また、市内在住外国人の住みやすさを向上する。
平成20年度より会員、市民及び在住外国人の相互交流・理解の促進と他文化を知るきっかけづ
くり、また習志野市国際交流協会のPRを目指して、「習志野市国際交流協会ふれあい祭」を開
催。300名以上が参加している。

　■有　　□無
協会事務所賃借料及び協会事務員の人件費を全額補助
事業費は、協会の総事業費を参考とする。

習志野市国際交流協会 会長　﨑山　征雄

２２年度予算

昭和62年度

補助の形態

　■補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　■１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　■定額補助 人件費、事務費は補助率100%、事業費は定額（150万円）

11,132千円

平成20年度より習志野市国際交流協会運営費補助金と習志野市国際交流協会事務所運営費
補助金を一本化した。
参加人数については、今回より実人数で計上している。

補　助　金　調　書

習志野市国際交流協会運営費補助金 まちづくり推進課

習志野市国際交流協会への支援を通して、市民レベルの国際親善及び国際理解を図り、協働し
て国際交流活動を積極的に推進するため

　□事業費補助金　　　■団体補助（市施策補完型）　　　■団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

昭和62年度100万円、昭和63年度200万円、平成元年度300万円、平成7～8年度　270万円（300
万円から10%減）、平成9～15年度　243万円（270万円から10%減）、平成16年度　218.7万円（243
万円から10%減）、平成17年度　203.4万円、平成18～19年度　200万円、平成20年度　1,054万円
（内事業費160万円（200万円から20%削減、補助金一本化））、平成21年度　1,071万円（内事業費
160万円）、平成22年度　1,132万円（予算）（内事業費150万円）

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市国際交流協会運営費補助金交付要綱

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

全市民　事業対象者及び数



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先
■団体
□個人

代表者

構成団体数 16地区 構成人数
47,487世

帯

■団体側
□いる
■いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 1人 従事日数 16日 人件費 481千円

□有　■無 ■有　□無 ■有　□無 □有　■無

連合町会を
束ねる連絡
協議会にの
み交付

世帯割の
み（1世帯
370円）

世帯割の
み（1世帯
300円）

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

２２年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考 平成20年度より地域まつり支援事業補助金と統合した。

　■有　　□無

地域コミュニティ活動への支援・援助を通じて、市民の自治活動を支援し、自治意識の醸成及び
市民生活の向上を図る。

　■有　　□無 連合町会加入世帯数

　□有　　■無

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　■５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　■単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助

近隣市の状況 千葉市 船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上 平成4年度

補助金額（千円）
19年度決算 20年度決算 21年度決算 22年度予算

4,713千円 7,543 7,558 7,971

連合町会の代表者各地区連合町会

事業対象者及び数 全市民

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

補　助　金　調　書

習志野市地区連合町会運営費補助金
総務部
まちづくり推進課

地域社会における住民自治の振興と市民生活の向上を図るため

　□事業費補助金　　　■団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市地区連合町会運営費補助金交付要綱



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 178組織 構成人数 43,172世帯

■団体側
□いる
■いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 ３人 従事日数 ９０日 人件費

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

設置時と
活動費

設置時と
活動費

設置時と
活動費

設置時の
み

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

１８年度
単    価

１８年度
数    量

■その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

2,705千円

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

２２年度予算

7,085千円6,362千円 6,754千円
補助金額（千円）

１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

6,719千円

　■有　　□無
・開始当時の算出根拠については不明であるが、推測する
と、活動における実費を勘案して定めている。

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　■補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　■剰余金は発生していない

・自主防災組織の活動が拡充・強化されることで、災害時の地域における防災体制の充実が図ら
れる。
・地域住民の手により防災訓練等が開催されることで、地域住民の防災意識の高揚が図られ、
又、地域での初期応急活動が迅速且つ円滑に行われる。
・地域で防災資機材の備蓄が行われることで、地域の防災力が向上し、初期消火、救出・救護、
給食、給水活動が地域単位で迅速に行われ、防災対策の充実が図れる。

　■有　　□無
・活動実績報告書により、防災訓練等の実施や防災資機材
の購入などの活動状況を確認している。

　□有　　■無

昭和５０年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　□単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助
自主防災組織に属する世帯数×50円＋30,000円
（助成限度額：60,000円）

近隣市の状況 千葉市

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市自主防災組織助成金要綱

　各自主防災組織 各自主防災組織代表者

自主防災組織：１７８組織、全市民事業対象者及び数

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

補　助　金　調　書

習志野市自主防災組織事業助成金 総務部安全対策課

・大地震などの災害時においては、被害が同時に広域で多数発生し、市や消防などの機動力が
著しく低下し、迅速に対応することが困難となります。また、全ての被害に行政だけで対応できる
ような体制整備には、莫大な経費、機材、人員が必要となります。
　そこで、被害を最小限に食い止めるためには、地域住民による自主的な初期消火や救出・救護
活動等の初期応急活動が重要であり、地域と連携した防災体制の整備を図るためにも、地域に
おける自主的な防災活動の中心となる自主防災組織に対して助成金を交付し、地域住民の防災
意識の高揚を図ると共に、自主防災組織を拡充、強化し、効果的な災害予防及び災害時におけ
る被害の軽減を図る。

　□事業費補助金　　　■団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

１．昭和６２年度：活動助成金及び新規設立時における助成内容の変更
２．平成８年度：活動助成金の算出方法及び新規設立時における助成方法の変更
　①活動助成金算出方法の変更
　　　　変更前：30,000円→→変更後：世帯数×50円＋30,000円（助成限度額　60,000円）
　②新規設立助成の変更
　　　　変更前：補助金交付による助成→→変更後：資機材の譲渡による助成

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 構成人数

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

■市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 人 従事日数 日 人件費 千円

■有　□無 ■有　□無 □有　■無 □有　■無

出力1ｋｗ
あたり
3万円
上限9万円

出力1ｋｗ
あたり
2万5千円上
限10万円

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

出力1ｋｗあた
り2万5千円

２２年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無
交付者の設置システムからＣＯ2削減量を推測

　□有　　■無

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

千円　 7,928

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　□５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　□剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

交付者（97件）の設置システムの合計が342.09ｋｗであることから、年間約126ｔのＣＯ2削減が推測される。
（349.09ｋｗ×1,000ｋｗｈ×0.368）
【設定条件】「太陽光電池容量1ｋｗあたりの年間発電量を1,000ｋｗｈ」、「ＣＯ2排出係数を0.368」とする。
【参考】ＣＯ2約126ｔは杉の木約9,000本分の吸収に値する。

　■有　　□無
交付額：要綱により、1kwあたり2万5千円／上限10万円
予算：21年度実績より、8,200,000円（3.28ｋｗ×100件）

市民

２２年度予算

２１年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　■単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助

8,200

補　助　金　調　書

習志野市住宅用太陽光発電システム設置費補助金 環境政策課

　地球温暖化問題が深刻化している中、環境への負荷の低減に資する太陽光エネルギーの有効利用の促
進を図るため、太陽光エネルギーを利用した住宅用太陽光発電システムを設置する者に対し、その費用の
一部を補助する。

　■事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　■５年以下　□６年以上～１０年以下　□１１年以上

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市住宅用太陽光発電システム設置費補助金
交付要綱

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

市民事業対象者及び数



22年度補助金調書

補助金名 担当部課

補助金の目的

補助金の分類

根拠法令等
根拠法令
等の名称

補助金交付先 代表者

構成団体数 5社 構成人数

□団体側
□いる
□いない

いる場合、
人件費

　　人分 千円

□市側

補助事務に係る
職員の人件費

職員数 3人 従事日数 40日 人件費 3,607千円

■有　□無 ■有　□無 ■有　□無 ■有　□無

3.7円/kg（新
聞）、5.1円/kg
（ダンボー
ル）、7.2円/kg
（雑誌・雑紙・
紙パック）、
12.6円/kg（布
類）

回収必要
経費の不
足分を助
成

4円/kg 8円/kg

　制度発足後
　　の経過年数

発足年度

　過去の
　　見直しの状況

補助率

２２年度
単    価

4円/kg
２２年度
数    量

□その他

補助金算出根拠
根拠

の内容

特定財源の有無
特定財源
の内容

補助金の効果
効果測定
の方法

効果の内容

備考

船橋市 八千代市 鎌ヶ谷市

　■有　　□無

　□有　　■無

補助金額（千円）
１９年度決算 ２０年度決算 ２１年度決算

27,432千円 20,188千円 17,595千円

近隣市の状況 千葉市

　　交付先の
　　　　決算状況

収入に占める
補助金の割合

　□５０％以下　　■５０％超　　□１００％
　□補助交付先によって異なる

決算剰余金と
補助金の比較

　■剰余金の方が少ない　　□同　額　　□剰余金の方が多い
　□剰余金は発生していない

補助金の交付は有価物回収運動奨励事業の一環として、予算に組み入れられています。有価
物回収事業に対して補助金交付が行われることで、市側にとってもごみの減量化・再資源化が
図られている。

　□有　　■無

習志野市資源回収協同組合加入の有価物回収業者5社 各社の代表者

２２年度予算

　　　平成４年度

補助の形態

　□補助率を定め補助（□１／２以下　□１／２超　□１００％）　　　

　■単価を定め数量を乗じる補助　　

　□定額補助

20,188千円

現在、有価物の価格の下落や回収量減少により、コストがかさんでいると考える。

補　助　金　調　書

有価物回収事業補助金 環境部クリーン推進課

有価物の回収実績に応じて回収業者に対し、補助金を交付することにより、ごみの減量化と再資
源化を促進することを目的とする。

　■事業費補助金　　　□団体補助（市施策補完型）　　　□団体補助（団体育成型）
　□公共的な事業補助金　　　□建設的事業費補助金
　□サービス格差是正補助金　　　□利子補給

　□５年以下　□６年以上～１０年以下　■１１年以上

従来6円/kgであった単価をH16年度より5円に見直し、平成20年度より4円に見直し

　□法律　□条例　□規則
　■要綱　□要領
　□その他（　　　　　　　　）　□無

習志野市有価物回収事業補助金要綱

事務局の所在

この場合、人件費分を補助している
か

この場合、これにかかる人件費は
どのくらいか

職員数　人、従事日数　人、人件費　　　　千円

全市民事業対象者及び数




